
はじめに

　ある個人的なトラブルが社会問題へと変容し，社
会問題が更なる社会問題を誘発する事態が，我々の
日常生活には存在する。このような事態を我々は，
問題が過熱化している，状況がエスカレーションし
ている，またはネットスラングならば「炎上」と表
現することだろう。この状況を社会学的に表現する
ならばデュルケムが示したような人々の「集合的沸
騰」とでも呼べる状態が，その問題を取り巻く特定
の社会に存在していると考えることできるであろう。

このような一連の問題状況に対して，社会が全体と
して，その問題を中心に次々と過剰な行為・反応が
連鎖的に広がる状態，端的に言えばエスカレーショ
ンの過程を分析することが本稿の目的である。
　そして，「エスカレーションしている」と判断で
きる状況を，「主観的」印象に観るのではなくて，分
析者が「客観的」に判断するためには一定の客観的
なデータに基づいた根拠を示さねばならない。そこ
で，「大津いじめ問題」を分析の対象にし，この問題
を報じている新聞紙上のデータを中心にして，本問
題に対する社会的反応の変遷を分析する。ここで，
新聞紙上のデータを中心にする理由は，データその
ものの客観性だけではなく，分析者がデータを選択
する際の客観性を保つためである。つまりは再現可
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社会問題に対する社会的反作用の
エスカレーションする過程分析

─新聞報道における大津いじめ問題による検討─

大澤　卓也ⅰ

　本稿の目的は「大津いじめ問題」における社会的反作用が，エスカレーションする過程を示すことにあ
る。そのための分析枠組みとしてRandall Collinsによるコンフリクトにおけるエスカレーションモデルを
検討し，「いじめ問題」に応用できる形に整合性を図りながら「大津いじめ問題」の分析を行った。本稿に
おいて提示したモデルは，エスカレーションにするための重要な要因が２点ある。第１に，いじめ問題に
おけるエスカレーションモデルは「感情的過程」として「いじめ問題」，「負の感情」，「攻撃的行為」，「立
場の両極性」といった要素がフィードバックループすることで，人々に対する「感情的エネルギー」を作
り出していることである。そこで，特に「大津いじめ問題」における相互行為主体の行為の動機が，「負の
感情」に基づいて行われていることに注視して新聞報道の解釈を行った。第２に，「参加者や資源の動員」
の過程においては，マスメディアの果たす役割が重要であり，報道件数などを根拠としてその資源動員の
過程を示した。
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能性を担保しうるからである。ここで使用する「大
津いじめ問題」に関する新聞記事データは，少年の
自殺報道の一報がなされた２０１１年１０月１２日から２０１３
年３月３１日までの毎日・朝日・読売新聞の記事を用
いた１）。現在（２０１３年４月末日）までに「大津市の
いじめ問題」は裁判が係争中であり，結論が出てい
ない部分もある。また，「いじめ問題」に対する滋
賀県や大津市による対応は現在も進行中であり，デ
ータ自体が日々生みだされており，現況においてデ
ータとしては不十分である。しかし，「大津市立中
学におけるいじめに関する第三者調査委員会」（以
下，第三者調査委員会）による調査報告書が２０１３年
１月３１日に提出され，その中で「いじめと自殺の因
果関係」は認められるという結論が示されたこと，
また「大津いじめ問題」自体が一定の落ち着きを見
せていることが，新聞報道などの件数からも理解で
きるので，エスカレートを論じる本稿を進めるうえ
で大きな問題がないと判断した。

　そこで，本稿の構成であるが，１章においては

「大津いじめ問題」の概要とその特徴を示すことで，
エスカレーションの経緯を浮き彫りにする。２章に
おいてはそのようなエスカレーションの状態を社会
学的に分析するために，コンフリクトにおけるエス
カレーションモデルの先行研究の検証を行い，それ
を参考にして新たな「いじめ問題」におけるエスカ
レーションモデルの提示を行う。３章においては，
２章で提示した分析枠組を用いて「大津いじめ問
題」の分析を行うことで，分析枠組みを検証しつつ，
当該問題におけるエスカレーションの一連の過程を
明らかにする。

Ⅰ　「大津いじめ問題」と報道の変遷

１．個人トラブルから社会問題へ
　「大津いじめ問題」は２０１１年１０月１１日にいじめの
被害者とされる男子生徒Aが「自宅マンションから
転落死」したことから始まった。この問題について
新聞紙面における量的な取り扱い方の時系列的状況
をわかりやすく示すために，各紙の「大津いじめ問

立命館産業社会論集（第４９巻第３号）114

図１　新聞社別大津いじめ問題に関する記事件数



題」に関する記事件数をグラフ化したものが図１で
ある。図１は各新聞社の大津いじめ問題に関する記
事件数の変遷を月ごとにまとめたグラフであり，検
索キーワードとして「大津andいじめ」を用いて検
索を行ったところ，図１のような傾向を示した２）。

　「大津いじめ問題」に関して新聞記事に則してそ
の経緯を記すならば，２０１１年１０月毎日新聞は，大津
署の見解として「自殺と事故の両面で調べている」
とし，朝日新聞と読売新聞は「自殺の可能性が高
い」との同署の見解を記載した３）。また，自殺をし
た生徒が通学をしていた校長のコメントも「いじめ
は把握していない。思い当たる原因はないが，校内
でできる範囲で調査したい」（毎日新聞（滋賀），
２０１１-１０-１２ ２５面）と話し，いじめに対して否定的な
見解を示しており，生徒死亡時の段階においてはそ
の後に焦点とされる「いじめと自殺」の因果関係を
連想させるような報道がなされていない。
　この状況は，一回目のアンケート調査の結果を踏
まえて示された大津市教育委員会による２０１１年１１月
３日の見解においても，因果関係に関する変化はみ
られない。大津市教育委員会は男子生徒がいじめを
受けていたとの認識を示したものの，いじめと自殺
の因果関係については「いじめとの因果関係は判断
できない」との見解を報じている。また，「教室や
トイレなどで複数の同級生から殴られたり，ズボン
をずらされるなどの嫌がらせを受けていた。体育大
会の休憩中には，はちまきで両手を後ろ手に縛られ，
ハチの死骸を口に入れられた」（毎日新聞（大阪），
２０１１-１１-０３ 朝刊２９面）といった記事，「担任教諭も
目撃」（朝日新聞（滋賀），２０１１-１１-３ 朝刊３５面）の
見出し等，いじめの残忍さや，学校によるいじめの
隠蔽を想起させるような記事が掲示されていた。し
かし，それにも関わらず，各紙ともアンケート調査
の内容に関する報道自体は朝日新聞が１１月１７日，被
害者の父親のコメントを掲載した記事があるだけで，
その後にみられるような各紙による過剰な報道がそ
の当時にあったとはいえない。

　更に，翌年２月２４日に男子生徒の両親が加害生徒
３人と保護者，市を相手取り損害賠償を求めて大津
地裁に提訴するとの報道が各紙でなされたが，朝日
新聞において２０１１年１２月と翌年１月に１度ずつ記事
にされた以外に，この事件に関連した記事が記され
ることはなく，その裁判の記事自体も数件程度であ
った。その後も３月２０日に事件の舞台となった中学
の卒業式において越市長がスピーチを行った報道，
５月２２日に第一回口頭弁論に関する報道等がなされ
たが，散発的な記事にとどまっていた。
　このような状況が一変したのは，２０１２年７月４日
である。図１を見れば明らかなように７月の記事件
数の急増の契機となったのは，２０１２年７月４日の各
紙朝刊に学校・市教育委員会側がアンケート調査の
結果を隠蔽していたとする報道が，全国的になされ
てからである。この記事は，学校側が自殺した直後
と翌１１月に全校生徒を対象として実施したアンケー
トの結果であり，自殺した男子生徒が「自殺の練習
をさせられていた」と複数人が回答していた事実を
公表していなかった事実が発覚したことを報じるも
のであった。この日を境として行政や学校側の対応，
裁判情報，世間の反応等，事件に関連する各行為が
新聞紙上において連日報じられることとなり，「自
殺の練習をさせられていた」ことを市教委が隠蔽し
ていたという報道が，「個人トラブルから社会問題
へ」の転換の契機であったと言える。
　７月以降，１１月は全国のいじめの認知件数の発表
に関する記事，翌年２月は第三者調査委員会がいじ
めと自殺の因果関係に関する調査報告書を提出した
記事が要因となり記事件数が伸びている。しかし，
全体の推移からみれば，７月がピークであり，それ
以降は減少傾向にあることが確認できる。

２．大津のいじめ問題とアクター
　ここで「大津いじめ問題」において，いかなる行
為主体が「いじめ問題」に参加し，いかなる行為主
体間において「いじめ問題」が存在するかを示すこ
ととする。このような点を明確にするために，第一
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に，本問題における主要な行為主体であるアクター
を，それぞれの立場に分けて示しておく必要がある
だろう。なぜならアクターを示すことで，当該アク
ターの役割としての位置づけ─被害者側か加害者側
もしくは第三者か─をも明確することができ「いじ
め問題」の構図を示すことが容易になると考えられ
るためである。第二に，それぞれの立場のアクター
がどのような変遷を辿っているかということを時系
列で示す必要があろう。それぞれの集団を構成する
メンバーが不動であるならば，時系列による提示の
必要もないであろうが，本事例のようにそれぞれの
集団内のアクターがエスカレーションと相関して変
化をしている際には，その変遷を描くことは必要な
作業となろう。そもそも本事例のアクターは子ども
同士である。いじめが原因で自殺を行ったと推定さ
れている少年A，そして，いじめを行っていたとさ
れる加害者である少年B，C，Dをアクターとする
仲間関係が筆端である４）。
　しかし，少年が自殺した後，このような構図は両
者ともに変化をなしている。被害者側のアクターは
少年Aから少年の両親及び弁護士が，加害者側には
加害者達の両親，弁護士，市教育委員会，学校がそ
れぞれアクターとして加わっている。これらアクタ
ーは当事者間における問題が，裁判所に提訴される
ことによって，登場してきたアクターである。この
時点において，新聞報道等は中立的な立場にあり，
自殺といじめの因果関係を認めることも否定するこ
ともなく報道を行っていた。
　このアクターの状況が劇的な変化を示すのは，市
教育委員会が「自殺の練習」をさせられていたとさ
れる内容の「アンケート調査の結果を隠蔽」してい
たという事実が発覚した２０１２年７月４日以降である。
これまで中立的な立場にあった各マスコミが，一斉
に加害者側に対する批判的な報道を展開し，事件に
関する記事を連日掲載する（被害者側にコミットす
るような記事を掲載する）ことを行い，「いじめ問
題」における被害者側の新しいアクターとして加わ
ることとなる。その際，被害者側に加わったアクタ

ーとしては，大津市長，文科省・警察・県教育委員
会などの各行政組織，また報道によって事件を知っ
た一般人を挙げることができる。各行政組織等の７
月４日以降の反応は下記のようになる。

〈大津市長〉
「いじめについて事実関係の調査をもう一度やり直
したい」（朝日新聞（滋賀），２０１２-０７-０７ 朝刊３１面）
「昨年の学校と市教委の調査が不十分，かつずさん
だったことについて，亡くなった方と遺族の方に真
摯におわびしたい」「私自身はいじめと自殺の因果
関係はやはりいじめがあったからこそ亡くなった，
と思っている。それが立証できるような事実を今回
の調査で探したい。」（朝日新聞（大阪），２０１２-０７-
１１ 夕刊１１面）
「因果関係を立証できなくても（調査を）放置した
市に責任があるため，和解したい」（読売新聞（大
阪），２０１２-０７-１１ 朝刊１面）
「遺族の思いに応えたい」（毎日新聞（大阪）），２０１２-
０７-１９ 朝刊１面）
〈滋賀県知事〉
「滋賀県として，二度と同じようないじめ事件は起
こしたくない思いだ」（朝日新聞（滋賀），２０１２-０７-
０７ 朝刊３１面）
県教委などを中心につくると発表した「いじめ緊急
対策チーム」の第１回会合を，１１日に県庁で開くこ
とを明らかにした。嘉田知事は「大津の事案に限ら
ず，県内のいじめの現状，課題を（関係者の）共通
認識にして，恒久的な対策を練りたい」と話した
（読売新聞（大阪），２０１２-０７-１１ 朝刊３１面）
〈県教育長〉
「いじめから子どもたちを守ることが，教育委員会
や教員にとって何よりも大切なことと痛感する」
（朝日新聞（滋賀），２０１２-０７-０７ 朝刊３１面）
市教委が先週，提出した自殺に関する報告書につい
て，滋賀県教委が「いじめに関する記述が具体的で
はなく不十分だ」再提出をもとめる（毎日新聞（東
京），２０１２-０７-２７ 朝刊２８面）
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〈野田元首相〉
フジテレビのニュース番組で野田首相「大変尊く，
若い命が失われた」いじめている生徒に対しては
「その行為はとても恥ずかしく，卑劣なことだ」（朝
日新聞（東京），２０１２-０７-１７ 朝刊３８面）
〈滋賀県警の担当〉
「歴史の転換点となる大きな事件に携わっている。
この機会をとらえ，二度といじめで自殺する被害者
を出さないようにしたい」（毎日新聞（東京），２０１２-
７-１９ 朝刊２９面）

　そして，このようなアクターの変遷状況を表すと
図２のようになろう。

　ここで，「いじめ問題の集団」とは問題状況にあ
る当事者の集団を指し，「潜在的第三者」とは，いじ
め問題の集団へと将来的に参加する可能性がある集
団を指す。少年が自殺を行う前は，「潜在的第三者」
のうち学校関係者以外は少年同士のいじめの事実を

認識しておらず，「潜在的第三者」が「いじめ問題の
集団」へと参入することはなかった。また，学校関
係者であっても，いじめの事実を見て見ぬふりをす
るなど，積極的に「いじめ問題の集団」へと参入す
ることは無かったと考えられる。しかし，少年の自
殺以降は，少年らのいじめの問題が可視化され，
「潜在的第三者」から「いじめ問題の集団」へと人的
な資源が動員されている。もちろん，どちらの側に
人員が動員されるかどうかは，別の問題ではあるが，
少年の自殺以降は「いじめ問題の集団」への参加が
認められることであろう。
　しかし，本稿で検討を行うのは「大津いじめ問
題」にかかわる社会における行為ないし反応が連鎖
的に行われることであって，「いじめそのもの」を
社会問題と捉えて検討するわけではない。また，い
じめの当事者間における，いじめのエスカレーショ
ンした過程を分析するとしても，個人情報の観点か
ら外部に流出するデータが乏しく困難である。そこ
で，本稿が検討を行う対象は，当事者間のいじめそ
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図２　大津いじめ問題におけるアクターの変遷



のものを対象とするのではなくて「少年Aが自殺し
て以降のいじめ問題」に限定し，その場面に描かれ
ているそれぞれのアクターによる社会的行為を示す
ことで「大津いじめ問題」に対する反作用ないし行
為がエスカレーションしていると判断できるための
根拠を示すこととする。

３．エスカレーションの根拠
　７月４日の「自殺の練習」報道が大津いじめ問題
における大きな転換の契機として機能し，以降，
「大津いじめ問題」に対する反作用ないし行為がエ
スカレーションしている状況として新聞紙上の情報
をもとに提示を行う。

（１）報道件数
　はじめに報道件数の変遷をもとに，そのエスカレ
ーションの状況を示すこととするが，上述の図１に
おいて「大津いじめ問題」そのもの記事件数の急増
を示すことは既に示している。しかし，この事件の
記事件数だけを基準にして「エスカレーションして
いる」と判断することは，数値の印象からの判断で

あって客観性に乏しいと考えることもできる。そこ
で，実際に過去のいじめ問題に関する記事件数と比
較することで，今回の事件の特異性を確認する必要
があろう。図３は学校におけるいじめを報道する記
事件数の推移である。この表は図１と同様に２０１０年
１月から２０１３年３月までの各新聞社の記事検索サイ
トを使用して作成したものであるが，ここで検索を
行う際のキーワードとして「いじめand学校」を用
いた理由は，「大津いじめ問題」と他の学校におけ
るいじめ問題に関する記事件数の相対化をはかるこ
とが可能であると考えたからである。図３で示され
ているように，２０１２年の６月までは，学校いじめ関
する記事は１００件を越えることなく比較的小規模で
報道されている５）。しかし，２０１２年７月を境に報道
件数は一変し，各社３ヶ月連続して２００件を越える
記事が掲載されており，こうした状況は他のいじめ
の事例と比較しても「大津いじめ問題」そのものに
対して過剰な報道があったといえる根拠となろう。
　しかし，新聞記事件数の増加自体はマスコミが一
方的に過熱報道を行っているだけで，単に報道件数
だけ
毅 毅

がエスカレーションしていると考えられる。む
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しろ事件に対して社会全体の反作用ないし行為がエ
スカレーションしていると言えるためには，マスコ
ミだけではなくて集団（行政組織等）や個人（当事
者・第三者）が過剰な反応を示している根拠をも同
時に示さなければならない。そこで，７月４日以降，
「大津いじめ問題」の影響によって集団や個人が過
剰に反応を示したと思われる要素をいくつか提示す
ることで社会全体がエスカレーションしている根拠
を示すこととする。

（２）電話相談の増加
　文部科学省が開設をしている「２４時間いじめ相談
ダイヤル」６）において７月４日以前までは１日あた
りの相談件数が３２件であったものが，７月４日から
１１日までに一日平均５７件に増加した（朝日新聞（東
京），２０１２-７-１４ 朝刊１面）。また，全国の都道府県
はいじめに関する電話相談を受け付けているが，事
件発生後は前年比や２０１２年６月までの平均よりも７
月以降の平均値が大きく増えていることが報告され
ている。例えば，奈良県では６月の電話相談（あす
なろダイヤル）が６件だったのに対して７月は２２件
（毎日新聞（奈良），２０１２-８-１２ ２３面）に，また鹿児
島県内でも７月のいじめ相談窓口（かごしま教育ホ
ットライン２４）への電話相談が２２７件で前年の１４９件
から１.５倍に増加傾向にある（毎日新聞（鹿児島），
２０１２-８-１５ ２５面）。この状況は報道を知った人びと
のいじめに対する意識が過剰になっていることを示
す根拠となろう。また，このような状況を踏まえ，
各都道府県は相談時間延長等によって対応を強化し
ていった７）。

（３）いじめの認知件数
　事件を契機として，いじめに関する人々の認知に
も変化が現れている。文部科学省が公表した「いじ
めの問題に関する児童生徒の実態把握並びに教育委
員会及び学校の取組状況に係る緊急調査」８）（２０１２．
１１．２２）は２０１２年４月から９月までの小中高におけ
る全国のいじめの認知件数は１４４,０５４人で昨年度の

７０,２３１人の２倍以上であることが示されている。ま
た報道においてもこれらの発表を踏まえて，「昨年
度１年間の７万２３１件の２倍で，「過去最高だった
１９８５年度の１５万５０６６件に半年で迫る数字になった」
（毎日新聞（大阪），２０１２-１１-２３ 朝刊１面）と示され，
「いじめ問題」が過去と比較しても異常な状態であ
るかのように報道されている。
　更に，この緊急調査において都道府県別のいじめ
の認知件数が示され，全国で最多のあった鹿児島県
は前年度の３９５人から，２１,５０４人へと過剰に急増し
ており，その理由が，鹿児島県教育委員会による
「いじめの問題に関する児童生徒の実態把握並びに
教育委員会及び学校の取組状況に係る緊急調査」
（２０１３．９．１４）９）においてアンケート方法に要因が
あると記述されている。この状況を受けて新聞報道
も「最多だった鹿児島県の認知件数は３万８７７件。
１１年度の問題行動調査（３９５件）の７８・２倍だ。鹿
児島県教委と文科省が挙げる激増の要因は，アンケ
ート方法。県教委が実施した児童生徒向けのアンケ
ートでは，文科省が報告を求めたいじめの８態様
（冷やかし・からかい▽仲間はずれ・無視▽ひどく
たたく─など）を準用し児童生徒への質問項目と
し，経験があれば丸印をつけるように設定した」
（毎日新聞（東京），２０１２-１１-２３ 朝刊３面）と示され，
社会に対して「いじめ問題」がエスカレーションし
ていることを告知していた。

（４）行政組織等の反応
　事件を受けて行政によるさまざまな対応が，政策
提言の中に現れている。例えば，文部科学省は７月
７日，大津市教育委員会の対応や調査方法における
問題の有無を調べること決め，法務省は８月２９日に
全国の人権擁護委員を１００人増加するとの方針を発
表し，文部科学省も９月５日に「いじめアクション
プラン」を発表したこと。また，各都道府県の知事
並びに教育関係者は事件に対して辛辣なコメントを
行い，各県教育委員会に対していじめ対策に関する
強化を図ることを示している。さらに７月１１日に実
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施された滋賀県警による市教育委員会及び学校の強
制捜査について文部科学省の幹部が「中学に家宅捜
査が入るなんて聞いたことがない」（毎日新聞（東
京），２０１２-７-１２ 朝刊３１面）と反応するように異常
な事態であった。また，共同通信大阪社会部による
と「（いじめ問題の）四度目の大きな波ととらえら
れる大津市の事件をきっかけに，教育行政は大きく
方向転換する」（２０１３：１６４）とし，「大津いじめ問題」
が行政組織に与える影響が，過去に例をみないこと
を指摘している。

（５）一般人による事件に対する抗議行動
　報道によって事件を知った人々は，様々な反応を
示している。遺族側が開設するHPにアクセスを試
みるものや，訴訟を支援する寄付を行う者１０）や直
接抗議の電話を学校や市教育委員会にかける者１１）

がいたことや，７月９日に生徒の通っていた学校と
滋賀県庁に送られた爆破予告，同月１１日に滋賀県知
事宛に送られた脅迫文，８月１５日に市教育長がハン
マーで襲われ加害少年が逮捕されるなどを挙げるこ
とができる。また，インターネットを通じ抗議行動
を呼びかける動きもあり，例えば，インターネット
掲示板に中学校前で追悼集会の開催を呼びかける書
き込みがなされ，実際に訪れた茨城県から来た女性
が「憤りを感じて来た」（毎日新聞（大阪），２０１２-
０７-１９ 朝刊２７面）とする記事もある。また加害者の
関係者に関する個人情報をネット掲示板に書き込み
名誉毀損騒ぎにまで発展する騒ぎも認められる。こ
のようなインターネットによる個人情報の特定は
「【大津】中２いじめ自殺事件まとめ @ ウィキ」
（http://www48.atwiki.jp/tukamarosiga/pages/1.
 html）によってなされており，不特定多数のものが，
インターネットを通じて「大津いじめ問題」に参加
したことを示すものとなろう。

　以上のように新聞紙上から抜粋した一部の事実を
中心に「大津いじめ問題」に対して社会全体の反作
用ないし行為がエスカレーションしていると解釈す

ることは可能であると思われる。そして，（５）一
般人による事件に対する抗議行動等が本論において
主要なエスカレーションの要因となるので，それに
対する分析枠組みを検討したのちに，３章において，
これを中心に個別具体的な検討に移りたい。
　それに先立って，一連のエスカレーションした反
作用ないし行為の変遷を先行研究によるモデルによ
って検討しておきたい。

Ⅱ　いじめ問題におけるエスカレーションの 
理論モデル

　社会学において，当事者間の対立がエスカレーシ
ョンする過程を分析した理論モデルを提示したもの
としては，Randall Collinsによるコンフリクト理論
があり，本稿においてもCollinsの理論モデルを参
考にして，「いじめ問題」における新たなエスカレ
ーションモデルの提示を行う。ここでCollinsによ
るコンフリクト理論を用いる理由は①Collins自身
が長年，相互行為というミクロな視点からコンフリ
クト理論をフィールドにして理論研究を行ってきた
こと，②彼の２０１２年発表の論文“C-Escalation and 
D-Escalation: A Theory of the Time-Dynamics of 

Conflict”（以下“CE and DE”と表記）において，
当事者間のコンフリクトが時間経過とエスカレーシ
ョンの過程を理論的に検討しており，本稿が扱う内
容に類似していると考えられるからである。そこで，
以下において“CE and DE”の内容に即してCollins
によるコンフリクト理論の説明を行った上で，いじ
め問題のエスカレーションモデルとの連関を探るこ
ととする。

１．エスカレーションの創発から過剰化
（１）Collinsの理論モデル
　Collinsによるコンフリクト理論は，その前提とし
て，相互行為儀礼（interaction ritual）の考え方が存
在している。彼によれば相互行為儀礼とは状況の理
論であり，感情や意識を引き起こす人間同士の瞬間
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的な出会いの理論でもある（Collins ２００４）とし，相
互行為儀礼における感情的要因に注視してエスカレ
ーションモデルの提示を行った。そのモデルは図４
で示されているものである。Collinsは，ここで図の
右側の過程を「感情的過程」としており，それぞれ
の要因がフィードバックループすることで，「感情
的両極性」（残虐行為の物語を人びとに示すことに
よって敵が悪であると人びとに認識させること）が
高まるとの見解を示している。その過程は，まず
「コンフリクト」は相手を敵視すること等により
「集団連帯」（group solidarity）を生み，それらの要
素間のループで高められた感情等によって暴力を主
要因とした「残虐行為」（atrocity）の構成要素を創
出するとしている。端的に言えば，敵対する相手に
対して敵味方に関する判断から敵に関する「悪」の
イメージを共有することで連帯意識が高まる。そし
て，その一連の意識が，相互行為儀礼から生み出さ
れる「感情エネルギー」として機能し，それによっ

て「残虐行為」をさせる原動力として機能している
と考えることが可能であろう１２）。更に，この「残虐
行為」は「残虐行為」そのものに対する「善悪の価
値判断」に影響を与える「イデオロギー的両極性」
（polarization）１３）をより深めることになり，それに
付随した更なる「残虐行為」を生み出すようにフィ
ードバックループする。そして「イデオロギー的両
極性」は敵対グループ同士の対立を更に深め，「コ
ンフリクト」そのものにフィードバックされること
でエスカレーションを増加させるための感情的エネ
ルギーである「感情的両極性」が増大するのである。
　次に図４の左側の説明に移るが，「感情的過程」
の中で高められた敵対者間の「感情的両極性」は，
コンフリクトに巻き込まれていない中立的な立場に
ある他者に対して，同調者（sympathizers）や仲間
（allies）を求める意識に訴えかけるように機能し，
集団への「参加者や資源の動員」を募るよう作用す
る。このようなフィードバックループの過程がコン
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図４　エスカレーションするコンフリクト（“CE and DE”より日本語訳に修正）

図５　コンフリクトにおけるエスカレーションの広がり



フリクトをエスカレーションさせるのであり，図４
のようなモデルを描くことができるのである。
　そして，Collinsは，コンフリクトがエスカレーシ
ョンする広がりを「感情的過程」と「参加者や資源
の動員」の二つの要因に依存することを提示してい
る。また，コンフリクトを長く継続させるには，一
連のフィードバックを必要とすることも提示してお
り，図４の過程を更に簡潔にモデル化するならば図
５のように示すことができるであろう。

（２）「いじめ問題」における理論モデル
「参加者や資源動員の過程」
　そこで，「いじめ問題」においても“CE and DE”
におけるエスカレーションの理論モデルによる説明
が可能であるのか検討してみる。ここで，「いじめ
問題」を本論においては，いじめに対してどのよう
な対策を講じ，当事者間における争いに関すること
だけではなく，当該問題に対する人びとの反応や，
それによって派生する二次的な逸脱行為をもその対
象としている。なぜなら，本論において分析の主眼
として捉えるのは「エスカレーション」であるので，
問題が更なる問題を構築し，いじめ問題自体を個人
を越えた大きな社会問題へと発展させることが「エ
スカレーション」であると考えるからである。
　上述の通り，Collinsはコンフリクトの広がりに必
要な要因として図３にあるような「感情的過程」と
「参加者や資源の動員」における一連のフィードバ
ックループであると示した。しかし，本事例におい
てCollinsの理論モデルを，「いじめ問題」のエスカ
レーションモデルに援用する際の問題点は，Collins
が扱う相互行為儀礼が対面的相互行為を想定してい
る点である。となると，その理論モデルを援用する
ことは，本事例のような対面的相互行為ではない場
面における敵対者同士の相互行為の存在，例えばイ
ンターネット上における相互行為等を扱えないこと
になってしまう。そもそもCollinsが対面的相互行
為として想定していることは，コンフリクトそのも
のだけではなくて，「残虐行為」の場面における相

互行為をも含んでいると解される。しかし，本事例
のような社会問題に対してCollinsの理論モデルを
援用する際には，対面的ではない相互行為が社会問
題そのものに影響を与えることも考慮に入れなくて
はならない。なぜなら，例えば，事件に対して電話
やメールで抗議の意を唱える際，その行為の行為者
は社会問題自体に直接参加し目撃したわけではなく，
マスメディアの情報やインターネットの掲示板等を
通じて社会問題に動員される。そして，そのような
動員は対面的相互行為によるものではないからであ
る。
　そこで，Collinsの構図に対して別の要因を想定す
ることで，その問題は回避できるように思われる。
本事例のように直接的に情報を得ることが困難であ
る場合，マスメディアが重要な情報源となり，資源
動員の際にそれらが果たす役割が非常に重要なもの
となってくる。このように社会問題においてメディ
アの重要性を唱えた先行研究としてJoel Bestによ
る『social problem』（２０１２）がある。彼は社会問題
過程の基礎的自然史的モデルを提唱し，クレーム創
出後にメディア報道を経る社会問題の過程を描く。
そして，クレームを作り出す人々を「外部クレーム
メーカー」（Outsider Claimsmaker）と「内部クレー
ムメーカー」（Insider Claimsmaker）に分類する。
前者は政策創出の際にメディアを通じて行うが，後
者は直接的に政策創出を行うことが可能であるとし
ている。本事例のようなケースにおいては，被害者
側としては前者の立場にあり，エスカレーションの
広がりを示す際には「マスメディアによる情報伝
達」を経た「参加者や資源の動員」が必要な条件と
なるであろう。このような要件を加えると大津いじ
め問題におけるエスカレーションの広がりの構図は
図６のようになる。

　もちろん，Collinsによるコンフリクトモデルから
示されたように「感情的要因」によって直接「仲間
をもとめる」要素も本事例においても確認できる。
１章のアクターの変遷において示したように，メデ
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ィアの存在がなくとも「いじめ問題」に参入した
人々がそうである。例えば，実際に学校の関係者で
ある，その学校に通う生徒や親は，直接的に「いじ
め問題」に接して，「いじめ問題」に参加した人びと
がそうであろう。また，「感情的要因」以外におい
ても，職務上の合理的な判断に基づく要因によって，
いじめ問題へと動員される人びともいる。大津市長
も問題が大きくなることで，「いじめ問題」の当事
者として対応を迫られ，「いじめ問題」へと参加す
ることは，マスメディアの報道を通じて大津市長が
「いじめ問題」に参加したとは捉えにくいことであ
ろう。
　しかし，本論における主眼は「いじめ問題」にか
かわる社会が「エスカレーション」している状況を
捉えることであり，１章で示したように，新聞報道
とエスカレーションの創発が関係していることから
も，エスカレーションの要素として「マスメディア
による情報伝達」がより重要であることがわかる。
　つまり，「いじめ問題」においては，Bestが示す
ような「マスメディアによる情報伝達」を利用する
外部クレームメーカーのモデルケースであると考え
ることができ，そのような経路を経た「参加者や資
源の動員」がエスカレーションの過程において重要
な役割を果たしていることは明らかであろう。

「感情的過程」
　また，図５で示された「感情的過程」に関しても
Collinsが示す「感情的過程」とは異なる要素間でフ

ィードバックループを示すこととなる。そもそも，
Collinsが想定する「残虐行為」から派生する「感情
的過程」は直接的な暴力が要因である。もちろん，
本事例においても対面的な「残虐行為」は存在して
いるとはいえ，エスカレーションの根拠で示したよ
うな電話やメールによる抗議行動や脅迫行為もエス
カレーションにおける「感情的過程」の一要因とし
て考えられる。そこで，対面的な暴力行為そのもの
の要素は残しつつ，対面的相互行為以外の抗議行動
等も含意した別の要因を規定しなければならない。
そのような意味で考えるならば「残虐行為」ではな
くて，本稿では相手に対する「攻撃的行為」と捉え
直すことが妥当であると思われる。
　「いじめ問題」が発生すると，テレビやインター
ネットによって情報を得た第三者は，いじめの内容
の凄惨さや学校の対応の悪さに対して，被害者との
物理的社会的距離を要因として，同情，共感，怒り，
恐怖等の感情を抱く。このような感情は，その感情
を共有可能な集団への参入や行為を促す。特にジャ
スパーが示すように「脅威を感じ取ったときの恐怖
が，おそらく，戦略的相互作用を開始する最も普通
の理由」（２００６＝２００９：５５）であると述べ「負の感情
は行動の引き金」となり，相手に対して様々な行動
を引き起こす要因となる。更に，ジャスパーは脅威
がもたらすものを指摘する。

　戦略的反応の引き金となるだけの強さを持つ認知

された脅威は「モラル・ショック」をもたらす。シ
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図６　いじめ問題におけるエスカレーションの広がり



ョックという言葉が示すように，強力な脅威は，単

に新しい情報を提供するのではなく，感情と，そし

てたいてい義憤の念をも掻き立てる。夫が親友と不

倫した，上司が横領していた，同盟国が国防省にス

パイを送り込んでいた。それを発見すると，よくも

こんなことを……と憤る……ショックとは予想外の

ものであり，不意を打たれた驚きは前に踏み出す感

情エネルギーをもたらす（２００６＝２００９：７０）

　ジャスパーが公害問題における住民の戦略的行為
に関して示した，「負の感情」による動機と同様に
「いじめ問題」においても，被害者側にコミットす
る人々は「負の感情」を抱くこととなろう。例えば，
加害者の凄惨な行動や学校の対応への「怒り」がそ
うであろうし，同じ中学生の子どもを持つ親はいじ
め問題を受けて「脅威」を感じるであろう。また，
いじめ問題を知った人びとの中には，いじめの実態
や学校側の隠蔽していた問題から「モラル・ショッ
ク」を感じ「義憤」へと駆り立てられる。つまり，
「負の感情」は行動の原動力としての「感情エネル
ギー」として作用することとなる。
　また，日本のいじめ問題に関して森田洋司も下記
のように示している。

　「わが子も被害に遭うのではないか」という不安

感を人びとの間に募らせることになる。こうした不

安感情をベースとして現れてくる「モラル・パニッ

ク」といわれる現象は，ときとして政策の方向さえ

歪めかねない（２０１０：８）

　日本のこのような問題形成の歴史は，学校対応へ

の不信感と過熱気味のマスコミ報道に反応した国民

の被害不安を背景としている（同上：１０）

　ここで「大津いじめ問題」においても「負の感情」
からの行為の一例を見ることができる。加害者Aの
自殺後になされたアンケートは，物理的社会的に距
離の近い生徒達よってなされているが，その際の要

因として，第三者調査委員会による調査報告書のス
ーパーバイザーAからB教頭に対する報告内容の中
に，「これだけの生徒がアンケートを書いてきた。
見るに見かねてこれだけのことを書いてきたという
ことは，憤りの気持ちがあるということ。」（p１０１）
と生徒の気持ちを解釈しており，「負の感情」がア
ンケートへの記述を促したと捉えることができる。
　更に，この「攻撃的行為」は両者の間の対立関係
を二極化するという意味で「立場の両極性」を強め
る。Collinsは「イデオロギー的両極性」という表現
を用いているが，彼が例示する宗教的な対立等と比
べて，本事例のような社会問題における対立におい
ては，イデオロギーの違いというよりは，むしろ，
一つの事象に対してそれぞれの立場が両極化すると
捉えた方が，より現実に即していると考えられるか
らである。例えば相手に対する抗議行動は抗議する
側からすれば「正しい行為」と評価されるが，相手
側からすれば「悪い行為」であって評価は，その人
が置かれている社会的状況によって真逆となるであ
ろう。そして，このような「立場の両極性」はより
強い感情的両極性をも生みだす。例えば，いじめ，
そのものへの評価が被害者側と加害者側で捉え方が
違うが，その違いは相手への敵対的感情となって対
立を深めるようなケースが考えられる。のような
「立場の両極性」の拡大は，「いじめ問題」そのもの
を更にエスカレーションさせための「感情エネルギ
ー」を高める。
　更に，もともとは当事者間の個人的なトラブルで
あった，「いじめ問題」は「負の感情」を帯びること
でエスカレーションする素地を得ることとなる。そ
して，マスメディアの報道を受けて「いじめ問題」
に「共感」を得た人々は様々な形式で「いじめ問題」
に参入し，場合によっては「攻撃的行為」を引き起
こす程に「負の感情」を高める。このように構成さ
れた「感情的過程」が「いじめ問題」へと取り込ま
れることで，「いじめ問題」をより大きな問題へと
発展させる。そして，「感情的過程」によって作り
出された「感情エネルギー」はメディア報道を通じ
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て，または直接的に「資源や参加者の動員」に対す
る原動力となり，「いじめ問題」への参加を促すこ
ととなり，参加者集団の連帯意識が共感といった
「感情エネルギー」をより一層高めることになる。
　そして，一連の「感情エネルギー」から新たなに
生み出された「負の感情」は更なる「攻撃的行為」
を生み出し，一連の要素間でフィードバックループ
することで，「いじめ問題」自体を更に大きな社会
問題へと発展させるよう機能するのである。
　以上のような要素間の過程がループすることで，
いじめ問題はエスカレーションすると考えられるが，
図６に対して上記の要件を加えたモデルは図７のよ
うになる。

Ⅲ　「大津いじめ問題」とエスカレーションの 
過程分析

　この章では，上記で示された「いじめ問題」にお
けるエスカレーションモデルを用いて「大津いじめ
問題」との整合性を図ることとするが，１章で示し
たように７月４日を境にこの問題のエスカレーショ
ンが創発しているので，７月４日以降のそれぞれの
状況に分類して分析を行うこととする。なぜなら，
７月４日以降は，「大津いじめ問題」を巡り，さまざ
まな社会的反作用が示されており，それぞれの要因
が多様に交差していることから，要因ごとにエスカ

レーションの説明を行うことは困難である。そこで，
「大津いじめ問題」の時間的経過を辿ることで，エ
スカレーションの状況を示すこととする。

１．自殺の練習─アンケート結果の発覚
（１）直接的な「資源動員」
　図６の左側の要因である「参加者や資源の動員」
に関して，「いじめ問題」から「マスメディアによる
情報伝達」を介さずに直接的に「資源動員」に働き
かけることが，本問題においても確認できる。それ
は舞台となった学校に通っている生徒たちは，一連
の問題に対して協力的な意志を示し人的資源として
作用していたと考えられるからである。そして，生
徒たちが積極的に「大津いじめ問題」に参加する動
機は，アンケート調査における生徒たちの回答の中
にそれを見いだすことができる。「自責の念」や
「心の葛藤」からアンケート調査に積極的に協力し，
また，いじめの存在に対して言及する生徒らも存在
していたことを２０１２年７月１０日の朝日新聞の記事は
示している。朝日新聞のまとめによると，学校側が
２０１１年の１０月１７日から３日間，全生徒にアンケート
を実施したところ，約８６０人の生徒のうち約１５０人が
「悩みに気づけなかった」という「自責の念」や「心
の葛藤」を示したとしている。アンケート結果の朝
日新聞による抜粋は，下記の通りである。
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図７　いじめ問題におけるエスカレーションモデル



「生徒についての今の気持ち」の回答（抜粋）

〈自責の念〉

・周りの人が助けられなかったことが悔しい

・気持ちに気づいていれば，と後悔している（記名）

・見聞きしていた自分が何もできずとても悔しい。

見て見ぬふりもりっぱないじめと気づいて申し訳

なかった（記名）

・もっと真剣に受け止めて心配してあげればよかっ

たと後悔している（記名）

　（朝日新聞（東京），２０１２-７-１０ 朝刊３９面）

　また，このアンケートには「このような形で亡く
なったことを意味のないことにしたくない。無駄だ
ったと思われたくないからしっかり伝えていきたい
（記名）」（同上）と再発防止の誓いを示し，「大津い
じめ問題」対して積極的な参加の意思を示しており，
上記の「自責の念」や「心の葛藤」が，「大津いじめ
問題」に対する参加要因として作用したと解するこ
とができよう。
　また，図２のアクターの変遷で示したように，人
的資源として被害者も加害者も弁護士がそれぞれの
側に入っているが，Collinsが示すような「感情的エ
ネルギー」が要因となって「大津いじめ問題」に動
員されたと考えることは，弁護士の業務的性格から
捉えると困難である。もちろん，被害者や加害者に
対して同情や共感のような感情も無いわけではない
が，むしろ，弁護士は問題解決のための業務の一環
として依頼をされ，合理的な判断を用いて裁判にお
いて代弁する立場として「大津いじめ問題」に参入
したと考えることが妥当であろう。このような業務
的性格にある人的動員は Best（２０１２）が「専門家
（expert）」と示しているように，社会問題を有利に
展開するためには必要不可欠な存在である。１章の
アクターの項目で示した大津市長をはじめ滋賀県知
事等も「専門家」に該当し，マスメディアへの露出，
対策会議等の政策提言を行うことで，その役割を全
うしたと言える。

（２）「マスメディアによる情報伝達」を介した「資
源動員」

　２０１２年７月４日の「自殺の練習をさせられてい
た」とするアンケート調査の結果に関する報道は，
新たな「資源動員」を誘発することなる。この報道
は，その後の過剰な報道をさせるきっかけとなった
が，「自殺の練習」という生徒たちのアンケートに
示された行為が，実際に加害生徒達によって強要さ
れていたかどうかは定かではない。事実，滋賀県警
の判断では「自殺の練習」の目撃証言がなく強要容
疑での立件が困難であるとしている（読売新聞（東
京），２０１２-０９-１８ 朝刊３４面）し，第三者委員会によ
る調査報告書においてもそれについては否定的な見
解がしめされている。だが，“CE and DE”におい
て，ダンテの詩を誤って引用して行われたクレーム
の事例をあげ，その情報の「正確性」が感情的両極
性の過程に影響するのではなく，その要因は人々を
説得する「レトリック」にあると示されているよう
に，情報の「正確性」は「負の感情」に影響を与え
る際には重要ではない。「自殺の練習」という行為
が，いじめと自殺の因果関係を結びつけ，連想させ
る要因であること，その行為自体が残虐なことであ
ることが，人びとに「脅威」，「怒り」，「不安」など
を創発させる有用な「レトリック」として作用した
ことが重要であり，「自殺の練習」という情報その
ものが「攻撃的行為」として作用し，「立場の両極
性」を拡大し，更なる感情的両極性を抱かせて「い
じめ問題」を大きな問題へと発展させることとなっ
た。このような「レトリック」は新聞の見出しに用
いられることが多々ある。例えば，学校の先生が見
て見ぬふりをしていた事実は，１章においても示し
たように，２０１１年１１月に「担任教諭も目撃」（朝日新
聞（滋賀），２０１１-１１-０３ 朝刊３５面）との見出しで報
道されていたが，２０１２年７月５日「教諭がみてみぬ
ふり」（読売新聞 ２０１２．０７．０５）との見出しで報道さ
れると，その報道を知った人々が教諭の行為を
「悪」であると怒りを感じ，「義憤」から人々がイン
ターネット上に担任教諭の個人情報を晒す行為に及
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んだことも「レトリック」が作用したと言えよう。
　また，「レトリック」だけではなく，市教育委員会
がこの事実を「隠蔽」していたことも「負の感情」
を創発させることに重要な要因となった。前章のジ
ャスパーを用いて示したように，この「隠蔽」とい
う「モラル・ショック」は義憤の念などの「感情エ
ネルギー」を生み出す。裏切られたなどの強い思い
は，ショックから生まれるからである。そして，
「自殺の練習」という内容自体の衝撃性，市教育委
員会による隠蔽という「モラル・ショック」が，相
互補完的に作用し，「感情エネルギー」を高めたと
言える。ここで「自殺の練習」報道に対する一連の
「感情的過程」は，１章のエスカレーションの根拠
において示したように抗議の電話やメール，新聞へ
の投書などの人々の感情的な動機に見ることが可能
であろう。例えば，被害者側の弁護士事務所に５００
件以上の電話やメールが届き「少しでも協力させて
ほしい」「親として学校や市教委の対応に憤りを覚
える」（毎日新聞（中部），２０１２ ７．２１ 夕刊７面）と
いった内容，小学校非常勤講師（６３）は「特に腹が
立つのが各校長や教育委員会，教育長らの対応や発
言である」（朝日新聞（東京），１２-０９-２２ 朝刊１４面）
がある。
　また，事件を受けて滋賀県知事が「ひとごととは
思えない。ご家族の方も大変つらいと思う。」（朝日
新聞（東京），２０１２-７-０７ 朝刊３９面）と語り，２０１２
年７月６日の会見で大津市長は「自殺の練習」に対
して「事実なら痛ましい話だと思う」と語り，涙ぐ
み（読売新聞（大阪），２０１２-７-０７ 朝刊３３面）世間
的に認知度の高い大阪市長も「もうちょっと早く気
づいてあげられなかったのかと思う」（読売新聞
（大阪），２０１２-７-０６ 朝刊３３面）と涙ながらに会見を
行ったことは，人びとが感情に訴える行為の象徴化
された一面であり，「自殺の練習」の情報に対する
感情的両極性を更に高めることに繋がりやすい。こ
のような人びとの集合的な「感情のエネルギー」の
強度は，注釈７で示したように市教育委員会や学校
へのクレーム電話やメールの件数によって確認する

ことが可能である。
　そして，上記のような一連の報道自体が社会にフ
ィードバックすることで，さらに人びとに対する
「レトリック」として作用したと考えられる。この
ような状況は「大津いじめ問題」に対して人々を大
量に動員することになり，７月４日以前にも語られ
ていた情報が再認識され，人びとを「攻撃的行為」
へと転じさせる要因となった。そこで，次に７月４
日以降に示された「攻撃的行為」を中心とする「感
情的過程」に関して検証を行う。

２．爆破予告，市教育長襲撃などの犯罪行為
　「負の感情」から生み出された更なる「攻撃的行
為」は，上述のような電話・メールによる抗議行動，
インターネット掲示板等への個人情報の書き込み以
外にも，多々見いだすことができる。第一の事例と
して，「大津いじめ問題」が原因となる，脅迫事件を
挙げることができよう。具体的には，埼玉県の高校
二年生による２０１２年７月９日の爆破予告の事例であ
る。脅迫状に示されていた「いじめに関わった生徒
と教師はカメラの前で謝罪しろ。さもないと中学校
と大津市教育委員会，警察を爆破する」（読売新聞
（大阪）２０１２-７-１０ 夕刊１０面）は「いじめ問題」によ
って生み出された「負の感情」が生み出した「攻撃
的行為」であり「自殺の練習」をきっかけとしてフ
ィードバックしたと解釈することが可能であろう１４）。
このような脅迫文は２０１１２年７月３０日の段階で５８件
送られている（朝日新聞（東京），２０１２-８．０１ 朝刊
３０面）が，何れも実際に脅迫文の内容に関して実行
には至っていない。しかし，脅迫行為そのものが
「攻撃的行為」の要素と化して「立場の両極性」をよ
り大きくすることで，「いじめ問題」をよりエスカ
レーションさせるのである。このような脅迫行為が
更なる「負の感情」を生み出しフィードバックルー
プをしているかどうか，つまり人々がいかなる反応
を示しているかに関して新聞報道上伺い知ることは
できない１５）。
　一方で，実際にCollinsが想定する「残虐行為」に
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あたる暴力行為に至る事例も「大津いじめ問題」に
おいては発生している。その事例は２０１２年８月１５日
に埼玉県の少年によって市教育委員長がハンマーで
襲撃された事件である。「沢村教育長が真実を隠し
ていると思い許せなかった。殺すつもりだった」
（毎日新聞（東京），２０１２-０８-１５ 朝刊１１面），「テレビ
やインターネットで，大津市のいじめ問題のニュー
スを見て憤りを感じていた」（毎日新聞（大阪），
２０１２-０８-１６ 朝刊２５面）と少年が供述しており，こう
した事実は上述の「自殺の練習」といった報道が
「感情エネルギー」として作用し，少年を「いじめ問
題」へと動員し，それら「負の感情」による新たな
「攻撃的行為」であったことは，少年の証言から読
み取ることができる。
　また，この「攻撃的行為」からも「立場の両極性」
は生み出されることとなる。それは，教育長がハン
マーで殴られ負傷した事件の後に，市教育委員会に
対する苦情の電話やメールが事件前の１８倍に増え，
その内容の多くが襲撃は「当然」であるとするもの
や「（いじめがじゃれあいなら）襲撃もじゃれ合い
だろ」（同上）という内容のクレームがあり，このよ
うな反応は被害者側からは残虐行為を「正義」であ
ると解釈し正当化していると捉えることができる。
そして，このようなクレームは，加害者グループが
「悪」とのレッテルを貼り両者の対立を更に深める
ように作用していると考えることが可能であろう。
　更に，このハンマー襲撃事件を契機として一連の
フィードバックループによって高められた「感情エ
ネルギー」は連鎖的に，脅迫という「攻撃的行為」
へと参加者を動員することとなる。その行為は下記
のように報道されている。

　「教育長の家を知っているから，爆弾を仕掛けに

行く」「脇差しを持っている。伝えといて」。沢村教

育長が襲われた事件が報道された後の１５日午後１時

３５分ごろ，市教委に男の声で電話がかかった。さら

に同日午後４時半ごろ，男の声で「（自殺した男子

生徒が通っていた）中学校の校長も命が狙われてい

るので警察に身辺警護を頼んだ方がよい」と市役所

に電話があった（朝日新聞　（東京），２０１２-８-１６ 朝

刊２９面）

　記述の通り，報道後に直ぐに連鎖した更なる「攻
撃的行為」であり記事から動機を伺い知ることはで
きないが，少なくともハンマー襲撃事件が要因とな
っていることは解釈可能であろう。ハンマー襲撃事
件を教育長は「悪」で加害者は「善」であるといっ
た「評価の両極性」が新たな「感情エネルギー」を
生みだし，その行動に同調する参加者を動員し，参
加者自らの義憤という「負の感情」から新たな「攻
撃的行為」を行ったとする一連のエスカレーション
のフィードバックループであると解することができ
よう。

　以上のように，「攻撃的行為」が「立場の両極性」
を生み出し，更に「マスメディアの報道」を通じて
「資源動員」を図り，その動員された者たちの「負の
感情」によって新たな「攻撃的行為」が生みされる
というフィードバックループが「大津いじめ問題」
において認められることがわかる。このような過程
が，図２で示したようなアクターの変遷に伴って，
マスコミの報道と相互に作用したと考えられる。具
体的には，いじめが原因であると思われる少年の自
殺により学校関係者が動員され，その中で，生徒た
ちによるアンケート調査の結果により，加害者側と
被害者側で立場が両極化する。そして，７月４日以
降，マスコミが，事件の残虐的な部分を新聞等で大
きく報道することで，それを知った人々を「大津い
じめ問題」へと動員し，更なる加害者バッシングと
いう「攻撃的行為」がフィードバックループするよ
うに生み出され，加害者側と被害者側の対立を激化
させて，「大津いじめ問題」をエスカレーションさ
せていったと考えられる。
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おわりに

　第三者調査委員会による調査報告書には，その他
の問題点として「マスコミの倫理」（p１６３以下）を
あげ，一連のエスカレーションがマスコミによる過
熱報道や根拠の乏しい情報を流したこと等にも要因
があるとし，更に調査の妨害が行われた等，マスコ
ミに対して痛烈な批判を示している。本論において
も，「マスメディアによる情報伝達」による「資源動
員」は，重要な要因として機能することを示した。
センセーショナルな見出しを用いたマスコミによる
報道は，人びとに対する「レトリック」として機能
し，「感情エネルギー」の創出はそれが原因である
と考えられる。その「感情エネルギー」である「負
の感情」によって引き起こされる「攻撃的行為」を
マスコミが報道することで，その「攻撃的行為」は
それぞれの対立をより深めるという「立場の両極
性」をより深くする。もちろん，このようなエスカ
レーションは永遠に継続しないことは，Collinsも示
している。また，本稿のモデルにおいても，理論的
には一連のフィードバックループの経路を断ち切る
ことで，エスカレーションが減退することは説明で
きるであろうが，そのようなデータを本論において
は提示することができず実証には至らなかった。
　また，社会問題に対する社会的反作用の個人レベ
ルの様態は明らかにできたが，組織レベルの様態，
つまりは「大津いじめ問題」に対する政策形成の過
程を明らかにすることができなかった。政策形成も
社会的反作用の側面として既存の制度を変化させる
という意味では重要な側面である。
　そして，メディアの報道に対して「共感」や「憤
り」による「感情エネルギー」が資源動員に際して
は重要であるが，それらが一様に資源動員を引き起
こすと判断するのではなく，個人の特性，社会的状
況に応じた，よりミクロレベルの分析を行うことも，
次稿以降の課題となろう。

注
１） 記事の検索に際して，毎日新聞社は「毎日
NEWSパック」，朝日新聞は「聞蔵Ⅱ」，読売新聞
は「ヨミダス歴史館」の各社データベースを用い
て検索を行った。尚，毎日新聞のデータベースに
関しては，地方版の朝刊夕刊の違いがわけられて
おらず，引用において記述を行うことができなか
った。

２） 大津市いじめ問題に関連しない記事─大津波や
大津という名字等─も若干ではあるが，検索結果
として抽出されたため，論者の判断でそれらを削
除した上で記事件数の再集計を行った。

３） 各社とも全国版ではなく滋賀県地方版における
記載であった。

４） 第三者調査委員会の調査報告書によると加害者
と思われていたDの行為はいじめとは認定しな
い（調査報告書p６１）とされているが，本問題発
生時においては，Dもいじめ加害者と同列にあつ
かわれバッシングの対象とされていたので本論文
においてはDもその当事者として含めている。

５） ２０１０年１１月の報道件数が他に比べて多い根拠は
桐生市において小６女子が自殺をした影響による
と思われる。

６） 詳細は文部科学省の HPに記述されている。
URLは下記の通りである。http://www.mext.go.
 jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1306988.htm

７） 尚，これらのデータは新聞社独自取材によって
判明している。

８） http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/
 11/1328532.htm

９） http://www.pref.kagoshima.jp/ba04/kyoiku-
bunka/school/shidou/24ijimekinkyuutyousa.html

１０） HP開設翌日には一日で３６万件のアクセスがあ
り，寄付は２５２件１８５万円がなされた（毎日新聞
（中部），２０１２-７-２１ 夕刊７面）。

１１） ７月４日夕方までに「自殺の練習」「死ぬ練習」
「自殺のやり方」，といった表現や「きちんと説明
すべきとする」内容の１５０件以上の電話とメール
が市教委に行われた（朝日新聞 （滋賀），２０１２-７-
０５ 朝刊３５面）。また４日夜までに３００件以上の抗
議の電話とメールがなされた（読売新聞（大阪），
２０１２-７-０５ 朝刊３７面）。そして７月１７日には抗議
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の件数が一万件を超えることとなる（毎日新聞
（大阪），２０１２-７-１８ 朝刊３１面）。このような状況
は８月においても認められる，８月１３日までに市
教委への批判や苦情は１５５７５件（電話６８２０件，メ
ール８７５５件）に及んだ（朝日新聞（東京），２０１２-
８-１６ 朝刊２９面）。

１２） 感情の原動力と連帯の関係はCollins（１９８４）に
おいて検討されている。

１３） イデオロギー的両極性の説明として“CE and 
DE”において次のように例示をおこなっている。
イスラエル軍によって前日に殺されたパレスチナ
人の少年の葬儀行進の中に，休暇中のイスラエル
兵士がジープで進入し，これに怒った群衆が兵士
を建物の中まで追いかけ彼らを殺害したが，イス
ラエル人の観点からはこれは残虐行為である。パ
レスチナ人にとっては道徳的相互行為儀礼であり
祝典である。こうした一つの社会的事象が，対立
するイデオロギーによって両極端な判断がなされ
ることをイデオロギー的両極性としている。

１４） 少年は２０１２年７月３１日に威力業務妨害で逮捕さ
れ，容疑を認めているが，その動機に関しては新
聞紙上において報道されていない。

１５） インターネット上の「２ちゃんねる」を中心と
した掲示板サイトには，一連の「攻撃的行為」を
賛同する書き込みがなされているが，本論におい
ては確実な根拠を示すデータとはいえないとの判
断から掲載をすることを控えた。
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Abstract : The objective of this paper is indicative of an escalating process in the “Otsu bullying problem” 
as a social reaction. Therefore I considered the escalation model in conflict as proposed by Randall Collins, 

constructed and validated it to apply to a bullying problem, and I used this model for an analysis frame.

　On this occasion, I used newspaper data concerning the “Otsu bullying problem.” The model that this 
article submits is first, that the escalating model in bullying problem creates “emotional energy” by feedback 

loop between four components (“bullying problem,” “negative feelings,” “attaching action,” “position 

polarization”) among people. This process is the “emotional process.” Consequently I especially considered 

the incentives of interactive actors in the “Otsu bullying problem” and interpreted the newspaper articles.

　Second, during the process of numbers of participants and resources, mass media was important as being 
indicated by Joel Best, and this motive power was the “emotional energy”. I indicated this mobilizing 

material resource process by the number of cases of news reports. The turning point was on the 4th of July, 

because of coverage of the bullying victim who committed suicide.

Keywords : Randall Collins, escalation, negative feelings, Otsu bullying problem, mass media
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